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研究成果の概要（和文）：2021年8月のオンラインで開催された60th ERSA Congressと2022年6月ポーランドで開
催された 16th World Conference of the Spatial Econometrics Associationにて、"Moran's I test and 
spatial autocorrelation in explanatory variables"と題する研究を発表した。
また、2021年11月の日本不動産学会秋季全国大会にて、「環境認証・評価がオフィスビル賃料に与える影響」と
題する研究と「戸建て住宅に対する容積率規制の実証研究」と題する研究の2編を発表した。

研究成果の概要（英文）：A research named "Moran's I test and spatial autocorrelation in explanatory 
variables" was presented at the 60th ERSA Congress  at August, 2021 (online) and the 16th World 
Conference of the Spatial Econometrics Association at July, 2022 (Poland).
Two research, "Environmental assessment certification and rent of office building" and "Empirical 
study of the effect of floor-area-ratio regulation in Japan", were presented at the conference of 
real estate association at November 2021 (online).
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研究成果の学術的意義や社会的意義
広く用いられる統計学的手法である重回帰分析における推定結果、特に残差が説明変数との特定の条件に制約さ
れるが、"Moran's I test and spatial autocorrelation in explanatory variables"では、空間自己相関の検
定が修正を要する結果となり得ることを示した。重要な基礎的研究である。
地方自治体の重要な財源として固定資産税と都市計画税がある。資産の価値は建物の高さである容積率に大きく
規定されるが、人口増加と外部性を抑制する目的で、容積率の上限を設定される。「戸建て住宅に対する容積率
規制の実証研究」では、自治体の容積率規制の実情が把握された。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

 

建築物の高さを制限する政策は多くの国で採用されており、理論的・実証的な学術研究が蓄

積されている。日本の容積率規制においては、市町村が各区画の上限となる容積率を設定す

る。ディベロッパーの立場からすると、建築物の諸元を設定する問題において、上限容積率

は制約条件の一つとなる。この場合、厳しい容積率規制は等号制約となるが、緩い規制は不

等号制約となりディベロッパーの意思決定に影響を与えない。人口増加を市町村が望む場

合には、容積率規制は実際には建築物の高さ等に影響を与えない値となっていると予測さ

れる。日本の不動産価格の分析において、容積率や建ぺい率の規制値は重要な説明変数とし

てモデルに用いられてきた。しかしながら、前述の通り、都市成長に対する市町村の態度の

違いによって、不動産の価格の決定において容積率等規制がモデルに含めるべき説明変数

となるかが異なるという視点が既存研究には欠けている。また、厳密には容積率規制値は市

町村によって決定される内生変数である点も、見過ごされてきた。 

 

 

２．研究の目的 

 

日本における代表的な都市の成長管理の手法として容積率規制がある。市町村が自都市に

ついて集積を抑制するためには有効な規制であり、人口増加を市町村が望むかどうかで、容

積率規制が建築物の高さ等に実際に影響を与えるかが異なるはずである。一般的には行政

は人口増加を歓迎すると思われるが、小学校や中学校の増設が追いつかないような急速な

人口増加は問題とされる。本研究では、まず、不動産の取引データ等に基づき、日本の各市

町村において容積率等規制が住宅建築を実際にどの程度制約しているのかを確認する。さ

らには、その規制が近隣の市町村間で相互依存関係にあるかも検証する。これらによって都

市成長管理についてのより現実に即した政策提言を行う。 

 

 

３．研究の方法 

 

平成 29 年度においては、文献サーベイ・データ収集整理・市町村毎のクロスセクション分

析を進める。具体的には、不動産価格のヘドニックモデルによる実証研究を行う。平成 30

年度以降においては、初年度の成果を下に理論モデルを修正し、それに基づく実証研究を進

める。具体的には、(1)どのような不動産について容積率規制がバインドするかのプロビッ

トモデル・(2)市町村間の容積率規制の相互依存関係を考慮した財政モデルによる実証研究

を行う。また、時空間モデリングやマルチレベルモデル等のより進んだ理論・実証研究を行

う。 

 

 

４．研究成果 



 

2021 年 8月のオンラインで開催された 60th ERSA Congress と 2022 年 6 月ポーランドで開

催された 16th World Conference of the Spatial Econometrics Association にて、

"Moran's I test and spatial autocorrelation in explanatory variables"と題する研究

を発表した。 

また、2021 年 11 月の日本不動産学会秋季全国大会にて、「環境認証・評価がオフィスビル

賃料に与える影響」と題する研究と「戸建て住宅に対する容積率規制の実証研究」と題する

研究の 2編を発表した。 
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